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   犬山市民間非木造住宅耐震診断費補助金交付要綱  

 

 （趣旨）  

第１条  この要綱は、地震発生時における建築物の倒壊等による被害

の軽減を図るため、旧基準非木造住宅の耐震診断を行う者に対し、

その費用の一部を交付する犬山市民間非木造住宅耐震診断費補助金

（以下「補助金」という。）について、 犬山市 補助金等交付規則

（昭和５６年規則第１０号）に定めるもののほか、必要な事項を定

めるものとする。  

 （定義）  

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。  

 (1) 住宅  一戸建ての住宅、長屋及び共同住宅（店舗等の用途を兼

ねるもの（店舗等の用に供する部分の床面積が延床面積の２分の

１未満のものに限る。）を含む。）をいう。ただし、国、地方公

共団体その他公の機関が所有するものを除く。  

 (2) 旧基準非木造住宅  昭和５６年５月３１日以前に着工された住

宅で、犬山市民間木造住宅耐震改修費補助金交付要綱（平成３０

年要綱第３３号）第２条第１号に規定する 木造住宅以外の も の

（型式住宅、組積造、補強コンクリートブロック造等の特殊な構

造のものを除く。）をいう。  

 (3) マンション  共同住宅のうち、次に掲げる要件を満たすものを

いう。  

  ア  建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第９号の２

に規定する耐火建築物又は同条第９号の３に規定する準耐火建

築物であること。  

  イ  延べ面積が、１，０００平方メートル以上であること。  

  ウ  地階を除く階数が３階以上であること。  

 (4) 耐震診断  建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法

律第１２３号）第４条第１項に規定する基本方針のうち、同条第
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２項第３号に掲げる事項に基づき実施する耐震診断及び第三者に

よる耐震改修計画に関する評価、判定等をいう。  

 (5) 耐震診断者  建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条第

２項に規定する一級建築士（以下この号において「一級建築士」

という。）及び同条第３項に規定する二級建築士をいう。ただ

し、同法第３条第１項各号に掲げる建築物の耐震診断を行う場合

にあっては、一級建築士で、かつ、建築物の耐震改修の促進に関

する法律施行規則（平成７年建設省令第２８号）第５条第１項各

号の要件に該当する者をいう。  

 （補助事業）  

第３条  補助金の交付対象となる事業（以下「補助事業」という。）

は、旧基準非木造住宅について耐震診断者が実施する耐震診断とす

る。  

 （補助対象建築物）  

第４条  補助金の交付対象となる建築物（以下「補助対象建築物」と

いう。）は、旧基準非木造住宅のうち、次に掲げる要件を満たすも

のとする。  

 (1) 市内に存すること。  

 (2)  建築基準法第６条第１項 に規定する 確認済証 （以下「確認済

証」という。）及び同法第７条第５項に規定する検査済証（以下

「検査済証」という。）の交付を受けていること。ただし、同法

の施行の際現に存する建築物であって、同法の基準に違反しない

もの及び市長が認めるものは、この限りでない。  

 (3) 補助金のほか、公的機関から耐震診断に関する同種の補助を受

けていないこと。  

 (4) 区分所有の共同住宅の場合にあっては、建物の区分所有等に関

する法律（昭和３７年法律第６９号）第３条若しくは第６５条に

規定する団体又は同法第４７条第１項（同法第６６条において準

用する場合を含む。）に規定する法人（以下「管理組合」とい

う。）において耐震改修に係る合意形成が図られたものであるこ
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と。  

 (5) 所有者と居住者が異なる場合にあっては、耐震改修について所

有権等の補助対象建築物に係る権利を有する者全員の同意を得た

ものであること。  

 （補助対象者）  

第５条  補助金の交付対象となる者は、次に掲げる要件を満たすもの

とする。  

 (1) 補助対象建築物を所有する者、所有する者と同等の権利を有す

る者として市長が認める者又は管理する者（区分所有の共同住宅

の場合にあっては、管理組合）であること。  

 (2) 第８条の申請をする者（管理組合の場合にあっては、補助対象

建築物を所有する者全員）について、犬山市税条例（昭和２９年

条例第１７号）第３条に規定する市税（以下「市税」という。）

の未納がないこと。  

 (3) 犬山市暴力団排除条例（平成２４年条例第３４号）第２条第２

号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第

１号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者

でないこと。  

 （補助対象経費及び補助金の額）  

第６条  補助金の交付対象となる経費及び補助金の額は、別表のとお

りとする。  

 （事前相談）  

第７条  マンションに係る耐震診断について補助金の交付を受けよう

とする者は、耐震診断を行う前に、事前相談書（様式第１）に補助

対象建築物に係る次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければ

ならない。  

 (1) 位置図、配置図、平面図及び立面図  

 (2) 確認済証及び検査済証の写し又はこれに代わる書類  

２  市長は、前項の相談があったときは、その内容を審査し、補助金

の交付要件に適合すると認めるときは、その旨を当該相談をした者
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に回答するものとする。  

 （交付申請）  

第 ８ 条  補 助 金 の 交 付 を 受 け よ う と す る 者 （ 以 下 「 申 請 者 」 と い

う。）は、補助金の交付を受けようとする日の属する年度の１１月

末日まで（前条第１項の相談をした場合にあっては、同条第２項の

回答を受けた後に限る。）に、補助金交付申請書（様式第２）に次

に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。  

 (1) 耐震診断に係る見積書の写し（耐震診断者の記名及び押印があ

るものに限る。）  

 (2) 代理人が申請を行う場合にあっては、当該代理人に手続を委任

することを証する書類  

 (3) 補助対象建築物に係る登記事項証明書又は家屋の資産証明書  

 (4) 申請者が管理組合の場合にあっては、管理組合の規約及び耐震

診断の実施に係る議決書又はこれに代わるもの並びに補助対象建

築物に係る所有者の一覧  

 (5) 補助対象建築物の外観を明らかにする写真  

 (6) 補助対象建築物（マンションを除く。）の位置図、配置図、平

面図及び立面図  

 (7) 補助対象建築物（マンションを除く。）の確認済証及び検査済

証の写し又はこれに代わる書類  

 (8) 耐震診断契約書（案）  

(9) その他市長が必要と認める書類  

 （交付決定等）  

第９条  市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、適

当と認めるときは、補助金交付決定通知書（様式第３）により申請

者に通知するものとする。  

２  市長は、前項の場合において、必要があると認めるときは、同項

の決定に条件を付すことができる。  

３  申請者は、第１項の通知を受けた後において補助事業に着手する

ものとする。  
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 （着手届）  

第１０条  前条第１項の通知を受けた者（以下「交付決定者」とい

う。）は、補助事業に着手したときは、着手届（様式第４）に次に

掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。  

 (1) 契約書の写し  

 (2) 耐震診断者及び管理組合の担当者の連絡先を明らかにする書類  

２  前項の届出は、前条第１項の通知の日から起算して３０日以内に

行わなければならない。ただし、市長がやむを得ないと認めるとき

は、この限りでない。  

 （地位の承継）  

第１１条  交付決定者が死亡した場合において、交付決定者の承継人

（以下「承継人」という。）が第９条第１項の交付決定の内容で補

助事業を行う意思があるときは、市長の承認を受けてその地位を承

継することができる。  

２  交付決定者が破産等のやむを得ない事情により第三者に地位を承

継する場合において、承継人が第９条第１項の交付決定の内容で補

助事業を行う意思があるときは、市長の承諾を受けてその地位を承

継することができる。  

３  交付決定者は、前２項の場合を除き、補助金の交付を受ける権利

を第三者に譲渡し、又は担保に供してはならない。  

 （申請内容の変更）  

第１２条  申請者は、第８条の申請の内容を変更し ようとするとき

は、内容を変更した補助事業に着手する前に補助金変更申請書（様

式第５）に次に掲げる書類を添えて 市長に提出しなければならな

い。ただし、補助金の額に変更がない場合には、変更届（様式第

６）に補助事業の変更内容がわかる書類を添えて市長に提出しなけ

ればならない。  

 (1) 変更後の補助金の交付対象となる経費の見積書の写し  

 (2) 変更契約書の写し  
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 (3) 変更図面等変更内容がわかる書類  

２  市長は、前項の申請があったときは、その内容を審査し、適当と

認めるときは、補助金変更決定通知書（様式第７）により申請者に

通知するものとする。  

 （補助事業の中止）  

第１３条  交付決定者は、補助事業の中止をしようとするときは、廃

止・中止届（様式第８）を市長に提出しなければならない。  

 （完了実績報告等）  

第１４条  交付決定者は、補助事業が完了したときは、完了の日から

起算して３０日を経過した日又は第９条第１項の交付決定の日の属

する年度の２月末日のいずれか早い日までに、完了実績報告書（様

式第９）に次に掲げる書類を添 え て市長に提出しなければならな

い。ただし、交付決定者が管理組合の場合において、補助対象建築

物の所有者のうちに第５号に掲げる書類を提出することが困難であ

ると市長が認める者があるときは、当該者に係る当該書類の提出を

要しない。  

 (1) 耐震診断結果報告概要書（様式第１０）  

 (2) 耐震診断結果報告書  

 (3) 第三者による耐震改修計画に関する評価、判定等に係る通知書

の写し  

 (4) 請求書又は領収書の写し  

 (5) 市税の未納がないことを証する書類  

 (6) その他市長が必要と認める書類  

 （額の確定）  

第１５条  市長は、前条の報告があったときは、その内容を審査し、

適当と認めるときは、補助金交付確定通知書（様式第１１）により

交付決定者に通知するものとする。  

 （請求及び交付）  

第１６条  交付決定者は、前条の通知を受けたときは、速やかに補助

金交付請求書（様式第１２）により、補助金の交付を請求しなけれ
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ばならない。  

２  市長は、前項の請求があったときは、当該請求に係る補助金を交

付するものとする。  

 （交付決定の取消し及び補助金の返還）  

第１７条  市長は、申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、

第９条第１項の交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に

交付した補助金の全部若しくは一部について期限を定めて返還を命

ずることができる。  

 (1) 虚偽の申請その他の不正の行為により第９条第１項の交付決定

を受けたとき。  

 (2) 第９条第１項の交付決定の内容及びこれに付した条件又は法令

若しくはこの要綱の規定に違反したとき。  

 (3) 補助金を交付の目的以外の目的に使用したとき。  

 (4) 第５条第３号に掲げる者であることが判明したとき。  

 (5) その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。  

 （委任）  

第１８条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に

定める。  

 （施行期日等）  

   附  則  

１  この要綱は、令和２年４月１日から施行する。  

２  この要綱は、令和１３年３月３１日までに完了する耐震診断につ

いて適用する。  

３  この要綱は、令和１３年３月３１日限り、その効力を失う。  

   附  則  

１  この要綱は、令和３年４月１日から施行する。  

２  この要綱の施行の際、この要綱による改正前の様式による用紙で

現に残存するものは、当分の間、その改正後の様式とみなして使用

することができる。  

附  則  
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 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。  

   附  則  

１  この要綱は、令和５年４月１日から施行する。  

２  この 要綱の施行の際、この 要 綱 による改正前の様式による用紙

で、現に残存するものは、当分の間、その改正後の様式とみなして

使用することができる。  
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別表（第６条関係）  

区分  補助対象経費  補助金の額  

一戸建

て住宅  

補助事業に要する経費  補助対象経費に３分の２を乗

じて得た額。ただし、補助対

象建築物１戸につき１００，

０００円を限度とする。  

一戸建

て住宅

以外の

住宅  

補助事業に要する経費。た

だし、社会資本整備総合交

付金交付要綱について（平

成２２年３月２６日付け国  

補助対象経費に３分の２を乗

じて得た額（第１４条ただし

書の規定により同条第５号に

掲げる書類を提出しなかった  

 官会第２３１７号国土交通

事務次官通知）附属第Ⅲ編

第１章イ－１６－（１２）

－①第１項第３号に定める

一戸建て住宅以外の住宅に

係る限度額を限度とする。  

者があるときは、補助対象建

築物の所有者のうち、当該提

出しなかった者が占める割合

をさらに乗じて得た額）。た

だし、当該書類を提出した者

の数に５０，０００円を乗じ

て得た額を限度とする。  

 備考  この表の規定により算出した補助金の額に１，０００円未満

の端数を生じたときは、これを切り捨てるものとする。  


